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～「施工パッケージ型積算方式」の実装など～ 
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１．発表概要 

「施工パッケージ型積算方式」への 
取り組み状況 

復旧復興事業への 
積算システムとしての支援 
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

1) 従来の積み上げ型積算方式： 

   下位単価表の構成要素（労務・機械・材料）に、標準歩掛と 
   単価を乗じて金額を算出する。 

（１） 施工パッケージ型積算方式とは  
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

・当該地区の積算単価：標準単価を補正式で補正して算出 

 ※ 標準単価：基準月の東京単価が必要になる 

2) 施工パッケージ型積算方式： 
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

・結果（金額）のみ表示 
・補足計算過程を表計算ソフトに出力 

補正計算に使用した材料単価や構成
比を表示している。 
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

・現在のWeb版積算システム： 「積み上げ型積算方式」 
                  ＋「施工パッケージ型積算方式」 

・操作性：操作方法に大きな違いがでないことを考慮 

・画面イメージ：下位単価表の有る「積み上げ型積算方式」と下位単 
          価表の無い「施工パッケージ型積算方式」の区別 
          （「Ｐ」表示）が付く様にしている。 
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

・積算基準データ：国土交通省「積算基準類」を電子データ化 

（２） これまでの取り組み 

・提供地方公共団体：３８機関 

H18 ～ H24 H25.1 H25.2 H25.3 H25.4 

積上げ型積算方式 

施工パッケージ型積算方式 

・提供開始時期： 

試行版 実データ 
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

 ・自治体システムユーザの施工パッケージ型積算方式の運用開始 

沖縄県 

京都市 
川崎市 

秋田県 

   ・平成２５年 ７月 沖縄県 

   ・平成２５年 ８月 京都市 

   ・平成２５年１０月 秋田県 

               川崎市 
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

全国の動きとして、近畿地方の
自治体での導入が先行して行わ
れている。 
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２．「施工パッケージ型積算方式」への取り組み状況 

・ＪＡＣＩＣホームページで「施工パッケージ型積算方式のイロハ」の 
 解説の実施  

「施工パッケージ型積算方式」の情報提供用ホームページ 

https://www.j-200.jacic.or.jp/top/ 

・『都道府県・政令指定都市の積算担当部署を対象とする説明会』  
 を全国１０箇所で開催 
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３．復旧復興事業への積算システムとしての支援 

１．労務単価の月内更新機能 

２．工事請負契約書第25条6項(インフレスライド)対応機能 

３．本附帯２０本の対応機能 

４．施工箇所が点在する工事の間接工事費の積算機能 

５．労働者確保に要する追加費用対応機能(間接工事費率補正) 

６．労働者確保に要する間接費の設計変更対応機能 

７．契約保証費対象額固定処理機能 

８．被災３県機械損料補正 

９．東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛 

１０．消費税率改定 

１．労務単価の月内更新機能 

２．工事請負契約書第25条6項(インフレスライド)対応機能 

３．本附帯２０本の対応機能 

４．施工箇所が点在する工事の間接工事費の積算機能 

５．労働者確保に要する追加費用対応機能(間接工事費率補正) 

６．労働者確保に要する間接費の設計変更対応機能 

７．契約保証費対象額固定処理機能 

８．被災３県機械損料補正 

９．東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛 

１０．消費税率改定 
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３．復旧復興事業への積算システムとしての支援 

適用年労務単価改訂例 

2012年5月改訂 1世代目 2012年5月1日適用 

2012年6月改訂 １世代目 2012年6月1日適用 

2012年6月２回目改訂 ２世代目 2012年6月21日適用 

2012年7月改訂 １世代目 2012年7月1日適用 

単価使用年月 

2012年5月1～31日 「２世代目」を使用しない 

2012年6月1～20日 「２世代目」を使用しない 

2012年6月21～30日 「２世代目」を使用する 

2012年7月1～31日 「２世代目」を使用しない 

・労働者不足に伴う労務費の高騰が問題 

・月2回まで労務単価の更新が可能 

（１）労務単価の月内更新の対応 
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３．復旧復興事業への積算システムとしての支援 

・工期内において急激なインフレ－ション又はデフレーションが生じ、 
 請負代金額が著しく不適当となる 

・第25条6項（インフレスライド条項）に対応 

（２）工事請負契約書 第25条第6項(インフレスライド条項)の対応  

【出典】震災後の設計・積算関連について 

(宮城県土木部事業管理課 平成25年7月) 
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３．復旧復興事業への積算システムとしての支援 

・労働者不足を解消するため、 
 被災地以外からの労働者を 
 確保 

（３）被災地以外からの労働者確保  

共通仮設費率(率分)、
及び現場管理費率に、
それぞれ補正係数を乗
じる。 

・被災地以外からの労働者確 
 保により、契約締結後、労 
 働者確保に要する営繕費 
 等に変更があった場合に必 
 要となる費用について設計 
 変更に対応 

共通仮設費、現場管理費
にて「実績変更対象費（積
上げ）」の入力が可能 

・追加費用に対応（間接工事 
 費率補正） 
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従来：個別の小規模工事 

３．復旧復興事業への積算システムとしての支援 

（４）施工箇所が点在する工事の間接工事費の積算の対応 

・小規模工事の不調率が高い 

・工事と工事の施工個所が100m以上離れている複数の小さな工事 
 を一つの大きな工事する 

工事
１ 

工事
２ 

工事
３ 

１００ｍ以上 １００ｍ以上 

１００ｍ以上 

工事
１ 

工事
２ 

工事
３ 

１００ｍ以上 １００ｍ以上 

１００ｍ以上 

改訂：１つの大規模工事と見なす。 

本工事 

附帯工事１ 附帯工事２ 
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４．仙台市に発注工事における入札不調等の状況  

棒グラフ：不調・不落が発生した件数 

折れ線グラフ：不調・不落の発生率 

【出典】仙台市発注工事における入札不調等の状況 

(仙台市都市整備局技術管理室平成25年10月) 

         平成２４年度 ＝ ３０％台 

         平成２５年度 ＝ １０％台 
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